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Ⅰ．国際共同研究の内容（公開） 

 

１． 当初の研究計画に対する進捗状況 

(1)研究の主なスケジュール 

 

 

(2)プロジェクト開始時の構想からの変更点(該当する場合) 

暫定研究期間中の一連の日・タイ研究者間のすり合わせ、及び、JST 研究主幹からの助言を踏まえ、

当初計画の研究題目１～３を実施する前提として、災害による企業と地域社会の関係の変化を明らかに

することが必要であるとの認識に達した。このため、新たな研究項目 0「地域社会の実態調査」（チュラ

ーロンコン大学主導）を追加し、本研究全体の各研究題目を展開するための基盤情報を開始段階で整備

することとなった。（実際の開始は来年度より。） 

また、研究題目１（リスク解析・評価）のタスクのうち、1.2 ハザード予測手法開発・評価につい

ては、1.1 基礎データの収集・評価と併せて着手したが、情報入手先との交渉が遅れたため、来年度

からの開始とした。
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２．プロジェクト成果の達成状況とインパクト（公開） 

(1) プロジェクト全体 

本年度は、先ずはプロジェクトの正式開始に必要な M/M、R/D、CRAの締結に向けて、日・タイ参加

研究機関や関連政府機関他の利害関係者とのワークショップやミーティングを重ね、更に Area-BCM

の導入先候補となる工業団地の関係者の協力体制を構築する活動を実施した。そして 11 月には PDM、

PO を作成しつつ詳細計画策定調査を実施、M/M調印式を敢行した。その後、年度末までに無事にプロ

ジェクト正式開始に必要な契約書類の調印を完了することができた。 

また、予備調査として 2011 年の水害に関わる先行研究・調査の収集および整理を開始し、プロジ

ェクトに必要となるデータ群の整理と情報源の検討、及び GIS*を用いたハザード情報の可視化手法

に関する調査に着手した。[*GIS：Geographic Information System、地理情報システム] 

その議論や予備調査の過程で、本研究全体の各研究題目を展開するための基盤情報として、災害に

よる企業と地域社会の関係の変化を明らかにするための実態調査の必要性が認識され、チュラーロン

コン大学人口学研究所（CPS）を中心にチュラーロンコン大学内の学部・研究所横断的な研究チーム

が立ち上がった。（研究項目０「地域社会の実態調査」）そのタイ側の研究体制には CPS の尽力によ

り、当初より参加予定であった工学部に加え、社会調査研究所（SRI）、環境研究所（ERIC）が参画

することとなり、これに伴い日本側の研究体制にも社会科学系メンバーを増強した。 

本年度末の時点で合意している調査内容には、他の各研究題目への情報提供を目的とした下記項目

を含めることになった。 

・災害リスクと地域社会の接点の実態（意識、脆弱性、対応力等） 

・災害発生時の従業員の状況・災害前後の雇用状況及び生活状況の変化 

・地域社会に関わるステークホルダーの特定とステークホルダー間の関係性 

 

プロジェクト・キックオフ・シンポジウム 

（品川、2017 年 7月） 

 
日・タイ研究機関合同調整会議 

（チュラーロンコン大学、2017年 10月） 
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チュラーロンコン大学学長を迎えた M/M 調印式（チュラーロンコン大学、2017 年 11月） 

 

(2) 研究題目１：「災害リスク解析・評価」(リーダー：小池俊雄) 

①研究題目１の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

水害リスクの解析・評価、及びハザードの予測に必要な既存のデータ群とその情報源に関わる予

備調査を開始すると同時に、本分野で先行する他 SATREPS プロジェクト「タイ国における統合的

な気候変動適応戦略の共創推進に関する研究」との連携を開始し、先ずはプロジェクトに必要な各

種データに関する情報（入手先、方法、制約など）の整理を行った。 

 

 

災害リスク解析・評価に用いる静的記録の整理 

 

 

災害リスク解析・評価に用いる動的情報の整理 

 

 また、実際に災害リスク解析・評価の対象となる工業団地を中心とした地域の選定基準に関する

要素を整理し、タイ側研究機関、政府機関他との議論を通じて Area-BCM 導入候補地の選定に関す

る議論・調整を開始した。年度末時点までにチュラーロンコン大学工学部、内務省防災減災局

（DDPM）、タイ工業団地公社（IEAT）との議論で用いてきた導入候補地選択要素は下記の通り。 



【平成 29 年度実施報告書】【180531】 

- 3 - 

 

・地域内共有リスクへのエクスポージャー（暴露）・レベル 

・地域内産業活動途絶のサプライチェーンへの影響レベル 

・工業団地内の連絡協議会に参加している会員企業数 

・Area-BCMに関する理解/準備状況 

・地元自治体からの支援レベル 

 

 

Area-BCM 導入先（工業団地）選定基準に関するワークシート（枠のみ抜粋） 

 

②研究題目１のカウンターパートへの技術移転の状況 

 本年度は暫定研究期間にて、技術移転は行っていない。 

③研究題目１の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

特になし。 

④研究題目１の研究のねらい（参考） 

水害リスクの解析・評価手法を確立する。 

⑤研究題目１の研究実施方法（参考） 

災害リスクの解析・評価に必要となるデータを定義し、その後、関連する先行研究からの災害リ

スク解析結果等も取り込みながら、更に必要なデータを入手する。平行して展開される研究題目２

（ビジネス・インパクト分析：BIA）に求められる重要リスク要素に関わるデータの種類・粒度・

頻度・様式などの整理も同時に実施する。また、各工業団地を含めた地域社会の利害関係者が情報

分析・共有をするためのツール・キットの機能要件を明文化する。 
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(3) 研究題目 2：「ビジネス・インパクト分析（BIA）」(リーダー：林春男) 

①研究題目２の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

2011 年水害による社会・経済的影響事例の共有、及び BIA 方法論・事例に関する予備調査と併

せて、GIS を用いた可視化ツールの検討を開始した。また、災害前、災害時、そして災害後に BIA

を地域の利害関係者の意思決定や組織間の調整に必要な形で情報提供する概念の整理に着手し、タ

イ側研究機関・政府機関との議論・調整を開始した。 

 

BIA を Web-GIS で可視化し意思決定を支援するための概念 

 

 特にツール・キットのユーザー・インターフェースとなる Web-GIS のイメージ画面は、プロジェ

クト関係者が具体的なイメージを持ちながら、取り組まなければならない課題に関する議論を展開

するために有効であった。このため、来年度以降の BIA の可視化の枠組みの設計・開発においても、

仮画面を柔軟に変更・改訂しながら利害関係者との機能要件を固めてゆく、プロトタイピングによ

る開発手法を用いることの有効性が確認された。 

②研究題目２のカウンターパートへの技術移転の状況 

本年度は暫定研究期間にて、技術移転は行っていない。 

③研究題目２の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

特になし。 

④研究題目２の研究のねらい（参考） 

BIA の枠組みの開発とツール・キット開発に向けた機能要件を策定する。 

⑤研究題目２の研究実施方法（参考） 

災害リスクの産業活動への具体的なインパクトに関する調査を基に、既存の BIA 手法群の体系的

な整理と評価を実施する。その上で BIA の枠組みの開発及び BIA に必要な評価シート（地域社会

への影響、重要インフラリスク被害評価、事業者間相互依存リスク評価など）の開発を行い、

Area-BCM ツール・キット開発に向けた機能要件として仕様書に明文化する。 

 

(4) 研究題目 3：「Area-BCM 運用体制の確立・展開」(リーダー：渡辺研司) 

①研究題目３の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 
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3.1（Area-BCM の構築）においては、Area-BCM 運用体制に必要と思われる行政機関（DDPM、

MOI：工業省、IEAT 等）との情報交換を行い、また関係者間で JICA が支援した工業団地単位の

Area-BCM パイロット・プロジェクト（地域利害関係者を含めたワークショップの開催と訓練実施）

の成果共有を行った。また、バンコク日本人商工会議所の工業団地連絡会（2017 年 10 月）にて、

約 15 のバンコク近郊の工業団地代表者に対し、Area-BCM の概要と官民連携に基づく導入と地域

の社会レジリエンスの向上の重要性について解説し、本プロジェクトへの協力の要請を行った。

 

 

タイ内務省・防災減災局（DDPM） 

 

DDPM 局長を交えた情報交換会議 

 

また、3.2（Area-BCM の普及・展開）においては 、Area-BCM 導入先第一候補の工業団地入居企

業群他との情報交換、及び本プロジェクトと連携する可能性の高いチュラーロンコン大学大学院・新

プログラム「Disaster & Risk Management」の調査を実施した。 

更に、2017 年 10 月には関連する他プロジェクト（経済産業省[日本]、AOTS[海外産業人材育成協

会]）による当該工業団地向け演習に参加、本工業団地内日系企業の日本人マネジメント及びタイ人ロ

ーカル従業員のコミュニケーションや意思決定のプロセスの確認、オブザーバー参加していた関連行

政機関との情報交換を行った。 

 

 

Area-BCM 導入予定の工業団地ワークショップに参加 

 

コミュニティへの Area-BCM 導入の重要性を解説（渡辺） 

 

②研究題目３のカウンターパートへの技術移転の状況 
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本年度は暫定研究期間にて、技術移転は行っていない。 

③研究題目３の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

特になし。 

④研究題目３の研究のねらい（参考） 

 Area-BCM の構築と運用体制の確立・展開を実施する。 

⑤研究題目３の研究実施方法（参考） 

研究題目１「災害リスク解析・評価」及び２「ビジネス・インパクト分析」の成果に基づき開発

されたツール・キットを、ステークホルダーを集めたワークショップや研修・演習などを併せたひ

とつのプログラムとして設計・構築する。その後、第１候補地の工業団地を中心とした産業集積地

における地域レジリエンスの強化のためのパイロット導入を行う。そして、導入を通じて得られた

フィードバック等に基づき、Area-BCM 策定・運営マニュアル及び研修マニュアルを完成させ、そ

の後の広域的な展開につなげる。 

また、上記と並行して利害関係者の特定や普及・展開に必要なニーズの確認を行いながらプロジ

ェクト全体の進め方を都度調整し、最終的な普及計画を策定する。Area-BCM の研修・演習プログ

ラムの開発及び実施については、現地協力機関との協業を通じて、研究期間終了後も継続して進め

られるような体制を意識したものとする。 

 

 

Ⅱ．今後のプロジェクトの進め方、および成果達成の見通し（公開） 

正式開始に向けて、暫定研究期間で事前調査・調整した目標やタスクを研究題目間の関係性に留意し

つつ、まずは 5 年間のプロジェクトの基盤となる地域社会の実態調査を行う。そして、先行研究の成果

も踏まえながら、基本データの収集・整理、及びプロジェクトを安定的に推進するための運用体制の構

築を行う。また、暫定研究期間を通じて強く認識された、参加研究者間の知識・経験レベルのギャップ

を埋めるためにワークショップ、勉強会の開催などを通じて両国チームのメンバー間コミュニケーショ

ンが密に取れるような環境整備を図る。 

本研究のアプローチは従来の防災分野の諸研究とは異なり、自然科学や工学からの一方的なアプロー

チではなく、社会科学を包摂する多方面からの実践的かつ総合的な取り組みを目指している。その実現

に向けて、積極的に現地及び日本にて産官学からの幅広い関係者を集めたワークショップを開催し、社

会実装への具体的なニーズの吸い上げを図ると同時に、より多くの協力者を得るための普及啓蒙を行う。 

また、具体的な導入地の第一候補となる工業団地のオーナー及び企業連絡会には総論レベルでは協力

を取りつけているものの、実際の具体的な導入については多岐にわたる利害関係者間の調整が不可欠で

ある。ついては、先述の社会調査を通じた利害関係者の基盤情報の整備、ワークショップによる地域内

コンセンサスの醸成、プロトタイプを用いた導入アプローチの採用などで、より実効性の高い社会実装

の道筋を確保する。 

若手研究者の育成に関しては、本研究の参加機関がそれぞれ得意とする分野の若手研究者も参加し始

めてきており、各自の専門性を持ち寄りながら分野横断的な研究で連携する環境を提供することで、よ

り視野を広げながら実践的な研究が推進できるような能力の育成に努める。 
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Ⅲ．国際共同研究実施上の課題とそれを克服するための工夫、教訓など（公開） 

プロジェクト全体（研究題目共通） 

 本プロジェクトは新たに追加した研究題目０「地域社会の実態調査」を起点として、工学系と社会科

学系の研究者が有機的に連携できるかどうかが、各研究題目（１～３）の取組が順調に展開され、そし

て最終目標が達成できるかどうかの重要な要素となる。そのため、暫定研究期間で日・タイ研究者間で

調整のベースとして作成した下記の様なマトリックスを用いながら、個別タスクの責任・役割分担等に

ついても参加メンバー間での可視化と共有化をしながら柔軟に運営することに留意する。 

 

各研究題目の個別タスクレベルの日・タイチーム間の責任・役割分担調整シート（例示） 

また、暫定研究期間中は、タイ国側研究者及び協力機関に本プロジェクトの成果を通じた中長期的

なタイ国経済基盤の強化についての具体的なメリットの理解を得ること、また、それに取り組むモチ

ベーションの醸成に想定以上の時間・体力を割かれた。そのため、物理的・電子的な会合などで日本・

タイ両国の研究者間のコミュニケーションを密にすることを心がけ、意識や認識のズレを最小限に留
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めることに留意してきたが、来年度からの正式開始以降は、より体系だったコミュニケーション体制

の構築が電子ツールの活用も含めて不可欠であると認識した。 

 

そして、研究題目０の調査結果を研究題目１～３と有機的につなげるために以下の点に留意してプロ

ジェクトを展開する。 

研究題目１「災害リスク解析・評価」との関連においては、人口や資産に代表されるエクスポージャ

（exposure）、要援護者、低所得者などの脆弱性（vulnerability）、道路や堤防など重要インフラを含む

ハードウェア的な対応能力（hardware capacity）、そして情報の入手可能性、住民の意識、教育訓練と

いったソフトウェア的な対応能力（software capacity）等リスクの要素に関する地域の実態を明らかに

する。 

研究題目２「ビジネスインパクト分析（BIA）」との関連では、地域の住民としての側面を持つ企業の

従業員に対し、災害による生活の質への影響に関して、調査紙及びインタビュー等の質的・量的調査を

行う。調査内容は、災害前、災害時、復旧時、復興時のフェーズに分け、例えば、災害前のリスク認知、

災害時の企業からの待機・参集に関する事項や、災害後の生活保障、給与・待遇、さらには生活の質の

変化などの調査を行う。また地域コミュニティリーダー等、企業外のメンバーに対しても、災害による

生活の質への影響について、同様の調査を行う。以上により、2011年洪水時の産業集積地企業の従業員

及び地域住民の災害経験の掘り起こしと、BIA への取り込みを行う。 

研究題目３「Area-BCM 運用体制の確立・展開」との関連では、地域社会における利害関係者に関す

る実態調査を行い、効果的な Area-BCM の構築に資する利害関係者の特定や展開に関する情報の整理

を行う。 

 

Ⅳ．社会実装（研究成果の社会還元）（公開） 

(1)成果展開事例 

正式開始前につき未実施。 

 

(2)社会実装に向けた取り組み 

正式開始前につき未実施。 

 

Ⅴ．日本のプレゼンスの向上（公開） 

 2017年 11月に仙台で開催され、防災の専門家を中心に 40ヵ国およそ 900人が参加した世界防災フォ

ーラム/防災ダボス会議（Davos/Sendai, World BOSAI Forum）のテクニカルセッションのひとつ「災害

レジリエンス高度化のためのマルチセクター連携と金融イニシアティブ（日本政策投資銀行主催）」で

ファシリテーターを務めた研究代表者・渡辺から、地域型 BCM（Area-BCM）の概要と官民連携を通

じた災害レジエンス向上の重要性を発信した。 
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世界防災フォーラム・防災ダボス会議＠仙台 2017 

（日本政策投資銀行 HP掲載） 

 

Ⅵ．成果発表等【研究開始～現在の全期間】（公開） 

 

Ⅶ．投入実績【研究開始～現在の全期間】（非公開） 

 

Ⅷ．その他（非公開） 

 

以上 



Ⅵ. 成果発表等：2017年度はなし
（１）論文発表等【研究開始～現在の全期間】（公開）
①原著論文（相手国側研究チームとの共著）　

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ DOIコード
国内誌/

国際誌の別

発表済
/in press

/acceptedの別

特記事項（分野トップレベル雑誌への掲載など、
特筆すべき論文の場合、ここに明記ください。）

論文数 0 件
うち国内誌 0 件
うち国際誌 0 件

公開すべきでない論文 0 件
②原著論文（上記①以外）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ DOIコード
国内誌/

国際誌の別

発表済
/in press

/acceptedの別

特記事項（分野トップレベル雑誌への掲載など、
特筆すべき論文の場合、ここに明記ください。）

論文数 0 件
うち国内誌 0 件
うち国際誌 0 件

公開すべきでない論文 0 件



③その他の著作物（相手国側研究チームとの共著）（総説、書籍など）

年度 著者名,タイトル,掲載誌名,巻数,号数,頁,年
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

④その他の著作物（上記③以外）（総説、書籍など）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

⑤研修コースや開発されたマニュアル等　

年度  研修コース概要（コース目的、対象、参加資格等）、研修実施数と修了者数
特記事項

開発したテキスト・マニュアル類



Ⅵ. 成果発表等

（２）学会発表【研究開始～現在の全期間】（公開）

①学会発表（相手国側研究チームと連名）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

招待講演 0 件

口頭発表 0 件

ポスター発表 0 件

②学会発表（上記①以外）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

H29 国内学会
渡辺研司（名古屋工業大学）、産業集積地を中心とした官民連携による地域型BCMの構築、日本経営
工学会2017秋季大会、横浜 、11月3日

口頭発表

招待講演 0 件

口頭発表 1 件

ポスター発表 0 件



Ⅵ. 成果発表等：2017年度はなし
（３）特許出願【研究開始～現在の全期間】（公開）
　①国内出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する外国出願
※

No.1
No.2
No.3

国内特許出願数 0 件
公開すべきでない特許出願数 0 件

　②外国出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する国内出願
※

No.1
No.2
No.3

外国特許出願数 0 件
公開すべきでない特許出願数 0 件



Ⅵ. 成果発表等
（４）受賞等【研究開始～現在の全期間】（公開）
①受賞

年度 受賞日 賞の名称
業績名等

（「○○の開発」など）
受賞者 主催団体

プロジェクトとの関係
（選択）

特記事項

0 件

②マスコミ（新聞・TV等）報道

年度 掲載日 掲載媒体名 タイトル/見出し等
プロジェクトとの関係

（選択）
特記事項

H29 2017/7/19 リスク対策.com
官民連携のArea-BCMプロ
ジェクト発足

その他
幅広い協力者を得る
ための周知を目的と
したもの

1 件

掲載面

WEBニュース
http://www.risktaisaku.
com/articles/-/3303



Ⅵ. 成果発表等

（５）ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等の活動【研究開始～現在の全期間】（公開）

年度 開催日 名称
場所

（開催国）
参加人数

(相手国からの招聘者数）
公開/

非公開の別
概要

H29 7月14日
SATREPSプロジェクト発足シンポジウ

ム
東京（日本） 約100名（０） 公開

産官学の関係者を中心に地域型BCMの課題
について議論する公開シンポジウム

1 件

年度 開催日 議題 出席人数

0 件

①ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等

②合同調整委員会(JCC)開催記録（開催日、議題、出席人数、協議概要等）

概要



0%

20%

40%

60%

80%

100%

多くの日系企業が進出する産業集積地と地域社会へのArea-BCMツールキッ
トの導入と研修・演習の運用体制の確立、及び他地域への展開基盤の構築

地域社会の災害レジリエンス向上を通じたアジア地域の
持続的な社会・経済発展の実現

研究課題名 産業集積地におけるArea-BCMの構築を通じた地域
レジリエンスの強化

研究代表者名
（所属機関）

渡辺研司

（名古屋工業大学）

研究期間 H29採択（平成29年6月1日～平成35年3月31日）

相手国名／主
要相手国研究
機関

タイ王国/チュラーロンコン大学、内務省都市計画局、
内務省防災減災局（DDPM）、工業省（MOI）、工業団
地公社（IEAT）

プロジェクト目標

上位目標

日本政府、社
会、産業への
貢献

東南アジアにおける生産・流通の中心拠点であるタイ
国の災害レジリエンス向上による持続的な発展は、そ
こに依存する我が国の産業活動強化の基盤となる

科学技術の発
展

自然災害リスクの評価手法と産業活動・地域社会に与
える具体的な影響の評価方法（BIA）を融合することで、
個別組織の事業継続計画（BCP）の限界を克服し、社
会科学的な視点に重点を置いた地域全域の事業継続
（Area-BCM）という新しい分野を構築する

知財の獲得、
国際標準化の
推進、生物資
源へのアクセ
ス等

ISO/TC２９２（Security & resilience）におけるArea 
BCMに関連する一連の国際規格の提案に貢献する

[参照ISO：22301（BCMS）、22317（BIA）、22320（緊急
事態管理：指揮命令）、22398（演習）、31000（リスクマ
ネジメント）]

世界で活躍で
きる日本人人
材の育成

新しい分野・手法開発への若手研究者の積極的な投
入により、中長期的にASEAN諸国におけるArea BCM
の普及推進を継続的に指導できる人材を育成する

技術及び人的
ネットワークの
構築

ASEANおよびAPEC等の国際レベルでの合意に基づく
専門家会議を設立し、国際的なネットワークの充実に
対して日本がリーダーシップを発揮する

成果物（提言
書、論文、プ
ログラム、マ
ニュアル、
データなど）

・Webベースの災害リスク評価・意思決定支援ツール

・タイ国を始めとするASEAN各国他から自国語で開
発・発行されるガイドライン、プログラム、マニュアル等

・一連の国際学会誌・学会を通じて発信される論文等

付随的成果

Area-BCMを導入する産業集積地と地域社会全体の災害レジリエンスの
継続的向上と国際標準化等を通じたASEAN諸国他への普及・展開

成果目標シート（雛形：適宜変更してご利用ください）

1

公開資料

Ver.170401

Are-BCM運用体制ビジネスインパクト
分析（BIA）

災害リスク解析
・評価

Area-BCMの
研修手法の
開発と研修
マニュアルの

作成

Area-BCM普及・展開

対象地域の水害リ
スク評価手法の

開発

個別ＢＣＭ
連携による
Ａｒｅａ－ＢＣＭ
設計概要
作成と

地域全体の
開発マニュア
ル作成

対象地域を
取り巻くハ
ザード予測
手法開発と
重要リスク
要素のモニ
タリング・評
価モデルの
開発

Area-BCM

策定・導入・
運用手法
開発と策定
マニュアル

ツールキット
の標準化と研
修手法の開
発および関係
者との共有

Web GISを
活用した

ツールキット
の機能要件
定義と開発

日系企業をモ
デルとした普
及策の検討と
普及計画
とりまとめ

研修・演習体系
のとりまとめ

研修・演習
ニーズの確認
とステークホル
ダーの特定

Area-BCM運用体制の確立・展開

対象エリア全体の
リスク評価手法及
びＢＩＡの可視化
手法の開発とツ
ルキットへの

反映

研修手法の
開発と教材・

マニュアルの作成

研修コースの
実施

対象地域内重要
インフラ被害・復
旧評価手法、事
業者間相互依存
性リスク評価
手法の開発

持続的研修
コース開設

Area-BCM

研修・演習
プログラムの
開発と実施

災害リス
クとの接
点の実態
調査・
分析

地域社会の
実態調査

災害前後
の雇用・
生活変化
の調査・
分析

ステーク
ホルダー
の特定・
分析

他地域展
開のため
の追加調
査・分析

社会科学
的指標の
開発

研修教材・
マニュアルの
関係者との共有


